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大型共同研究について
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大型共同研究の目的

：企業間連携とイノベーションの諸課題に関して、企業間連携とイ
ノベーションに関してどのような取り組みを行っているのかを把握
をした上で、企業が複数の提携企業と、相手企業の機密性の高
い情報を共有することで、イノベーションを引き起こすメカニズム
をもたらすことを明らかにする。

➤これらを明らかにするために、企業間連携先の選定に関する
状況について意識調査を行い、製品開発や技術開発におけるイ
ノベーションを目的とするとき、企業間連携の相手企業について
どのような情報内容を取得し、活用しているのかを把握する。

➤企業が有している技術、特許などの定性的情報を開示、共有
して、他のアイデアと組合せて価値を高め、新規事業化、業績に
結びつけているのかを考察する。



研究背景
近年、企業は変化する経営環境に対応するために、製品、技術
や特許を組み合わせたイノベーションの必要性が高まっている。

→多くの産業では、技術が複雑化し、技術革新のスピードが加

速。しかし対応には経営資源がかかり、１社の技術開発、研究開
発では限界がある。自前主義では限界。
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→企業間連携は、１対１の関係で関係性があるところが基本（現

在はネットワーク型の連携もある）だが、「たまたま知っている」も
のの関係性で「連携」が行われていることに限界があるのではな
いか。情報の非対称性克服に資する手立てが必要なのではない
か。その一策が「技術情報」なのではないか。

変化のスピードや新技術への対応など異分野との協働、仲間づ
くりが必要であり、情報を介して連携形成要因や連携によるイノ
ベーション効果や企業成果への影響を把握する必要が高い。

⇒



現状分析

➤モノづくりの低迷

＜中⼩企業⽩書 平成24年度版
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H24/H24/html/k311000.html＞

→技術、技能承継に大きな課題をもっており、技術競争力が低下。
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➤経営資源の有効活用

→製造業は１社の技術ではすべてを担うことが出来ない。また技術
力があっても十分に生かし切れていない状況。



現状分析

→関係性を重視した連携を行うことで、他の企業の特徴はなにか、

どのような技術力を有しているのか、特殊な加工ができる機械を保
有しているのかなど他の企業が保有している経営資源を詳しくしら
ない。
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・従来の連携
→商工会、商工組合などの近い仲間同士の関係で製品開発、イノベ

ーション。多くの企業の情報を保有している専門のコーディネーター
が介在して他社との連携。

→関係性を重視した連携では、資金分担、役割分担、取り決め、

技術やノウハウ、人材流出、完成品のリスク負担の問題が生じる。
またコーディネーターの介在では、コーディネーターのさじ加減に
よっても連携構築、イノベーションの創発、成果が得られないこと
がある。



現状分析

→川崎市の産業振興政策が盛んである。

地域産業活性化を目指し、大企業・研究機
関が保有すると特許等の知的財産を、中小
企業に紹介し、マッチング調整している（大
企業と中小企業の知的財産マッチング支援
[川崎モデル]:川崎振興財団 ）。
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・川崎市
→京浜工業地帯の中核の工業都市。鉄鋼、石油、化学、電気などの
大企業の生産拠点が立地し、それにかかわる中小製造業が多く集積

→その他、中小企業間連携による事業化
モデル創出事業支援などもある。

➤川崎市には、企業間連携の構築における環境が整っており、地理的
な特徴を生かすことで、地域の中小製造企業の活性化に貢献が見込
める。

川崎市：大企業と中小企業の知的財産マッチング支援
https://www.city.kawasaki.jp/280/page/0000017805.html



研究課題
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→ある企業が相手を知らない企業等と連携関係を構築し、イノベーショ

ンを促進するためには、どのような情報を開示、やり取りすればよいの
か。また連携関係構築を目論む企業は相手の企業のどのような情報を
評価し、意思決定することで連携関係が構築されるのか。そしてその連
携関係から、製品開発、新事業開発などのイノベーションを創発され、
成果が得られるのかを考察する

・産業集積地において、どのような要因が連携・ネットワークの形成・
構築を支援するのか。実行される要因は何かである。

・産業集積地において、どのような相手を発見し、連携・ネットワーク
の支援、政策を行えば、よりよいイノベーションが起こされるのか。

➤産業集積地において、外部のリソースや知識を有効活用するために
、知識の需要サイドと供給サイドをつなぐ仲介をスムーズに行い企業
間連携を構築すること、そして企業間連携の構築支援を行うことで、イ
ノベーションが促進されるのかを明らかにする。



理論的背景

→企業間連携（アライアンス）の目的は、新しい製品や技術を得るためのアライア

ンスが増加し、企業間での相互作用の学習によって新たな価値の創造が達成され
ることが重視される（Doz[1996],Kanter[1994]）。実行される要因は、規模の経済、

学習効果、他社の保有する有益な経営資源や能力へのアクセス、リスク分散、自
社に有利な競争環境形成などの利点がある(Kanter[1994] , Doz[1996], Doz and 
Hamel[1998],ほか）。企業間連携は、パートナーとの相互作用によって新たな価値
創造が達成されることに本質がある。
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→企業間連携を行うには、組織間の関係性を重視し、進められている（Dyer 
and Singh[1998],山倉[1999]）。加えて、連携先の選択する要因には、資源の補

完性、補強性、組織文化的適合性、経営目標の互換性、リスク分担が求められ
る（Brouthers, Brouthes and Wikinson[1995],山倉[2009] Tjemkes, Vos,and 
Burgers.[2017]）。

・企業間連携に関する理論研究

>>企業がどのような情報内容をどこまで開示・共有するのかの必要性が指摘されている（坂口
[2019],宮川・梅田[2021]）。とくに、宮川・梅田[2021]は財務情報、伝統的管理会計情報、インタン
ジブルズ情報がパートナーを探索するための選択規準と取引コストの関係性を指摘している。

⇒企業間連携は経営資源の乏しい中小企業において、外部の資源や能力を活用
し、外部とのネットワークを形成する必要性がある（山倉[2009]）。



理論的背景

→イノベーションの視点から、アライアンスを行い、自社の技術と他企業の技
術を組み合わせて新規事業開発の取り組みがなされている（中村[2013]）。
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・アライアンスとイノベーションに関する研究

→価値のある情報の伝播には関係性が弱い方が効果的であると指摘している
（Granovetter[1973]）。またBell[2005]は制度的な結びつきよりも経営的な結び

つきの多さがイノベーションに正の影響をもたらすことを指摘している。
Terstriep and Luthje[2018]はクラスターと外部ネットワークにおける企業の構造

的埋込み度（相互作用の頻度）がイノベーション協力を促進することを指摘して
いる。安田[2009]はネットワークの見える化により関係情報開示による他社と

の差別化とそれによる信頼獲得を指摘し、関係情報を周知、共有することで一
体感が得られることを主張している。

→企業間連携において、関係性が近い、密な関係性とは連携関係を結ぶ傾向がある。
一方、関係性が遠いや相手を知らないければ、連携はうまくいかないのか…。

⇒企業間連携を形成し、イノベーションを目指すには、相手を探索し、選択要
因の情報を共有しながら行うことが求められている。また自社の資源と他社の
資源を組合せ、活用することで、アイデアを形にしてイノベーションを起こすメカ
ニズムが求められている。



理論的背景

⇒産業集積地における中小製造業の連携関係がイノベーション活動、そ
の成功にどの程度、影響を与えているのかについては十分な結論が得ら
れていない。
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・地域性とイノベーションに関する研究

＊産業集積は「１つの比較的狭い地域に相互の関連の深い多くの企業が集積している状態のこと」(
伊丹[1998]ｐ.2)であり、同一業種あるいは生産工程の川上川下の関連が集積し、全体として個々の
企業の単純和を越えた効果・機能を有している集合体のこととしている(伊丹[1998]ｐ.3)。

→地理的コロケーションは、ライバル企業に技術や知識が漏洩するリスクがある
指摘がある（Ryu, McCann and Reuer[2018]）。一方で、地理的近接性の近さは、

社会的関係を構築し、コミュニケーションと協力を促進しやすく、技術や知識の共
有頻度に影響を与え、情報伝達能力を向上することの主張がある（ Schilling.and 
Phelps [2007], Whittington,etal.[2009] ,Funk[2014],Christensen and Pedersen[2018]
）。それゆえ地域の集積度と社会的結合関係の多さがその関係内のイノベーショ
ンに補完的な影響がある。

→地域的なアライアンスがどのように発展・変化し、イノベーションの成果を生み
出し、効果が発現しているのかなどの種々の課題がある（宮本[2017]、藤田[2019]
）。連携を促すための政策的な支援の必要性がある（宮本[2017]）。
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意識調査の概要
〇調査概要：
→本調査は、企業間連携とイノベーションに関する15項目の質問内

容である。その内容は、川崎市内の中小製造企業における企業間
連携の状況を把握し、連携を行う上で重視すること、そしてイノベー
ションの実態を明らかにし、地域産業集積、イノベーション政策やイノ
ベーション成功要因に対する考えを尋ねている。
〇測定対象：
→東京商工リサーチ社「TSR企業情報ファイル283byte」から川崎市
内にある中小製造企業で最新期のデータがある企業1315社を抽出
した。
〇回答状況：
→現時点の回答状況は、郵送回答74社（1件無回答）とWEB回答34
社、計108件の回答（回答率8.2％）を得ている。
➤本日の報告では、WEB回答の単純集計について、産学連携と政
策関連の部分に絞って概観する。
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意識調査の回答

1-4.他企業との連携頻度

基本統計量
平均値:3.1764706
中央値:3
標準偏差：1.5043190

3-16.研究機関・大学とのつながりの構築
基本統計量
平均値:3.1764706
中央値:3
標準偏差：1.3605922

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

1.少ない――――――――――6.多い
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意識調査の回答

4.他社との連携事業の実施状況

積極的に行っている7件＋取り組んでいる11件 計18件
→開発段階は８件、事業化段階６件、市場化段階４件
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意識調査の回答

1.過去の縁や友好関係

基本統計量
平均値:3.6470588
中央値:4
標準偏差：1.4927738

2.相互理解の深さ

基本統計量
平均値:4.8529412
中央値:5
標準偏差：1.3090714

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

5.連携先との関係性や基本項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する
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意識調査の回答

3.経営者同士が知り合い

基本統計量
平均値:3.2941176
中央値:3
標準偏差：1.4858036

4.物理的な距離の近さ
基本統計量
平均値:3.4117647
中央値:4
標準偏差：1.4776302

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

5.連携先との関係性や基本項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する
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意識調査の回答

1. 相手企業の社長の経営意識

基本統計量
平均:4.1818182
中央値:4
標準偏差：1.5266232

2. 相手企業の将来像

基本統計量
平均値:4.2647059
中央値:4
標準偏差：1.2440168

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

7.連携先企業を決定する項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する
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意識調査の回答

3. 相手企業所属の人材

基本統計量
平均値:4.3636364
中央値:5
標準偏差：1.3886593

4. 相手企業の社風・企業文化
基本統計量
平均値:3.7941176
中央値:4
標準偏差：1.2073162

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

7.連携先企業を決定する項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する
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意識調査の回答

10. 相手企業との物理的な距離の近さ（所在地）

基本統計量
平均値:3.5294118
中央値:4
標準偏差：1.1939872

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

7.連携先企業を決定する項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

11. 相手企業の企業規模（資本金、従業員数、売上高）

基本統計量
平均値:3.0588235
中央値:3
標準偏差：0.9982684
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意識調査の回答

18. 相手企業が持つ特許などの知財

基本統計量
平均値:3.3823529
中央値:4
標準偏差：1.3507015

7.連携先企業を決定する項目

1.全く重視しない――――6.非常に重視する

15. 相手企業の所属団体
基本統計量
平均値:2.9117647
中央値:3
標準偏差：1.1724195

1.全く重視しない――――6.非常に重視する
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意識調査の回答

2.産学官連携策・R&Dネットワークの構築の支援策

基本統計量
平均値:1.7058824
中央値:1
標準偏差：1.1511992

10.イノベーション政策の活用

1.人材育成政策
基本統計量
平均値:1.6176471
中央値:1
標準偏差：0.9397968

1.全く活用していない――――6.とても活用している

1.全く活用していない――――6.とても活用している
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意識調査の回答

4.研究基盤整備制度

基本統計量
平均値:1.5000000
中央値:1
標準偏差：0.8134892

10.イノベーション政策の活用

3.知的財産・標準化の支援策
基本統計量
平均値:1.7352941
中央値:1
標準偏差：1.1195804

1.全く活用していない――――6.とても活用している

1.全く活用していない――――6.とても活用している
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意識調査の回答

6.地域振興支援策

基本統計量
平均値:1.6764706
中央値:1
標準偏差：0.9917480

10.イノベーション政策の活用

5.研究開発資金制度
基本統計量
平均値:1.4411765
中央値:1
標準偏差：0.7742616

1.全く活用していない――――6.とても活用している

1.全く活用していない――――6.とても活用している
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意識調査の回答

2.専門家による支援

基本統計量
平均値:3.4705882
中央値:3
標準偏差：1.6844495

12.イノベーション活動支援策への希望

1.全く希望しない――――6.非常に希望する

1.人材育成支援
基本統計量
平均値:3.5882353
中央値:4
標準偏差：1.6823941

1.全く希望しない――――6.非常に希望する
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意識調査の回答

6.支援策や制度の情報提供
基本統計量
平均値:4.1470588
中央値:5
標準偏差：1.7678893

12.イノベーション活動支援策への希望

1.全く希望しない――――6.非常に希望する

4.連携企業・研究機関とのマッチング
基本統計量
平均値:3.7647059
中央値:3.5
標準偏差：1.9106331

1.全く希望しない――――6.非常に希望する
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意識調査の回答

10.セールス・プロモーション
基本統計量
平均値:3.3235294
中央値:3
標準偏差：1.7101873

12.イノベーション活動支援策への希望

1.全く希望しない――――6.非常に希望する

9.ビジネスモデル
基本統計量
平均値:3.4117647
中央値:3.5
標準偏差：1.7509266

1.全く希望しない――――6.非常に希望する
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意識調査の回答

4.会社の技術力向上に対する影響度
基本統計量
平均値:3.4545455
中央値:4
標準偏差：1.4583284

１３．イノベーション政策の満足、影響

1.売上成長に対する影響度
基本統計量
平均値:3.3823529
中央値:4
標準偏差：1.5720856

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる
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意識調査の回答

5.産業連携のしやすさ
基本統計量
平均値:3.0882353
中央値:3
標準偏差：1.5217569

１４．産業集積地に立地する理由

2.関連製造業の拠点の近さ
基本統計量
平均値:3.2058824
中央値:4
標準偏差：1.6410078

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる
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意識調査の回答

8.全国へのアクセスのしやすさ
基本統計量
平均値:3.8235294
中央値:4
標準偏差：1.4846388

１４．産業集積地に立地する理由

7.高度人材の獲得のしやすさ
基本統計量
平均値:3.1176471
中央値:3
標準偏差：1.4504504

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる
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意識調査の回答

10.行政からの支援の受けやすさ
基本統計量
平均値:3.1515152
中央値:3
標準偏差：1.6166035

１４．産業集積地に立地する理由

9.異業種の多さ
基本統計量
平均値:3.2424242
中央値:4
標準偏差：1.5575875

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる

1.全く当てはまらない――――6.非常に当てはまる



30

まとめと今後の課題

・結果として何を意図するのか

⇒産業集積地における企業間連携と地理的な特性の関係性が影響することで、
イノベーションに影響を及ぼすが明らかになる。地理的な特性を活かした企業間
連携が、中小企業の製造業に正の効果が働くのではないか。とくに川崎市に立地
することのメリットが生かされる政策を行うことで、中小製造業の更なるイノベーシ
ョンの成果が得られることが考えられる。

→意識調査の統計的分析を行う。
→産業集積地を形成する地域を対象に、企業間連携の形成要因、イノベーション
成功要因と成果の関係性を明らかにする。
→産業集積地において企業間連携を行うことで、取引コストを引き下げることがで

きる。また産業集積地と他の産業集積地で情報共有を行うことで取引コストが下
がり、連携関係を構築し、イノベーションが生まれるのかを明らかにしていく。

・今後の課題

→聞取り調査を行い、実態を明らかにする。
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